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１．国民の皆様へ 
独立行政法人造幣局（以下「造幣局」という。）は、平成１５年４月１日に独立行政

法人として発足し、財務大臣の定める貨幣製造計画に基づいて純正画一な貨幣を確実に

製造するとともに、勲章等金属工芸品の製造、貨幣セットの販売、貴金属製品の品位証

明などの事業を行っております。 

業務運営に当たっては、国民の皆様に提供する業務の質の向上、業務運営の効率化等

に関して財務大臣から指示された年度目標に基づき、事業の公共的な役割を踏まえつつ、

ＩＳＯ９００１及び１４００１の認証を維持し、業務品質の改善及び環境保全の取組を

進めるなど、民間企業の経営手法をも取り入れ、万全の体制で品質・生産管理を行って

おります。また、財務面においても、運営費交付金等に頼らず、独立採算を前提に、経

費の削減等に取り組んでおります。 

 

平成２８年度においては、平成２０年度から４７都道府県ごとの記念貨幣を発行して

きた地方自治法施行６０周年記念貨幣事業が、福島県及び東京都分の製造をもって完結

しました。また、平成３２年（２０２０年）に開催される東京 2020 オリンピック競技

大会及び東京 2020 パラリンピック競技大会を記念する貨幣の一環として、リオデジャ

ネイロから東京への開催都市の引継をテーマとする「東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会記念貨幣（リオ 2016-東京 2020 開催引継記念）」を製造しました。 

また、政府が『観光先進国』の実現に向けて策定した「観光ビジョン実現プログラム

２０１６」の一環として、造幣博物館（本局）について通年による休日開館を実施しま

した。さらに、本局の工場見学については、工場見学に案内可能な人数に空きがあった

場合には先着順で当日受付を行うとともに、インターネットによる工場見学が予約可能

となりました。 

更に、東京都豊島区で７７年にわたって操業してきた東京支局をさいたま市へ移転し、

平成２８年１０月３日にさいたま支局として開局しました。開局後の同支局は順調に稼

働しており、併設の造幣さいたま博物館も多くの方々に来館いただいております。東京

支局移転後の跡地については、豊島区が目指す災害に強く文化と賑わいを創出する活力

ある街づくりに活用されるよう防災公園等の整備用地として譲渡することとし、譲渡収

入に係る国庫納付の方法等については現在検討を進めております。また、その他の保有

資産につきましても、平成２８年度には東京支局各宿舎、本局北宿舎の一部及び男子寮

並びに広島支局西山宿舎を廃止するなど、具体的な見直しを行いました。 

 

今後とも、透明で効率的な業務運営を行い、国民の皆様の信頼に応え、貨幣製造等の

公共的な使命を確実に果たすよう取り組んでまいります。 
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２．法人の基本情報 

（１）法人の概要 

①目 的（独立行政法人造幣局法第３条） 

造幣局は、貨幣の製造等を行うとともに、貨幣に対する国民の信頼を維持する 

ために必要な情報の提供を行うこと等により、通貨制度の安定に寄与することを 

目的としています。 

造幣局は、このほか、勲章、褒章、記章及び金属工芸品の製造等並びに貴金属 

の品位の証明等であって、公共上の見地から必要とされるものを行うことを目的 

としています。 

 

②業務内容（独立行政法人造幣局法第１１条） 

   造幣局は、独立行政法人造幣局法第３条の目的を達成するため以下の業務を行 

います。 

イ 貨幣の製造、販売及び鋳つぶし 

ロ 貨幣回収準備資金に属する地金の保管 

ハ 貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供 

ニ 勲章、褒章、賜杯、記章及び極印の製造 

ホ 公共上の見地から必要な金属工芸品の製造及び販売 

へ 貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析 

ト 前各号の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

チ 前各号の業務に附帯する業務 

リ 前各号の業務の遂行に支障のない範囲内で、外国政府、外国の地方公共団体、

外国の中央銀行、国際機関その他これらに準ずるものの委託を受けて行う当該 

外国政府等の貨幣の製造、販売及び鋳つぶし、勲章その他の金属工芸品及び極 

印の製造並びに貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析 

ヌ 前号の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

 

③沿 革 

   明治 ２年２月 ５日（旧暦） 太政官中に造幣局設置 

明治 ２年４月 ８日（旧暦） 会計官に転属 

明治 ２年７月 ８日（旧暦） 大蔵省設置とともに同省所属となり造幣寮と 

改称 

明治 ４年４月 ４日     創業式を挙行 

明治１０年１月１１日     造幣局と改称 

昭和２４年５月３１日     大蔵省の外局となり造幣庁と改称 

昭和２７年７月３１日     大蔵省の附属機関となり造幣局と改称 

昭和５９年７月 １日     大蔵省の特別の機関となる 

平成１３年１月 ６日     財務省の特別の機関となる 

平成１５年４月 １日     独立行政法人造幣局へ移行 
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④設立根拠法 

   独立行政法人造幣局法（平成１４年法律第４０号） 

 

⑤主務大臣（主務省所管課等） 

財務大臣（財務省理財局国庫課） 

 

 ⑥組織図 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

理 事 長 事 業 部

理 事

監 事 貨 幣 部

首 席 監 察 官

首 席 監 査 官

総 務 部

研 究 所

広 島 支 局

さいたま支局

 

 

⑦その他法人の概要 

   当該項目については上記①～⑥に記載のとおりです。 

 

（２）事務所所在地 

   ・本  局（主たる事務所） 

大阪府大阪市北区天満１丁目１番７９号 

・さいたま支局 

埼玉県さいたま市大宮区北袋町１丁目１９０番地２２ 

・広島支局 

広島県広島市佐伯区五日市中央６丁目３番 1号 

 

（３）資本金の状況 

                         （単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 61,256 0 0 61,256 

資本金合計 61,256 0 0 61,256 

（注）各欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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（４）役員の状況 

（平成２９年３月３１日現在） 

役 職 氏   名 任    期 担 当 経  歴 

理事長 百嶋 計 自平成 27 年 4 月 1 日 

至平成 29 年 3 月 31 日

 

昭和 56 年 4 月

平成 25 年 6 月

 

平成25年10月

 

平成 27 年 4 月

大蔵省入省 

財務省 

大臣官房参事官 

独立行政法人造幣局 

理事 

独立行政法人造幣局 

理事長 

理 事 

(常勤) 

西堤 英行 自平成 27 年 10 月 1 日

至平成 29 年 9 月 30 日

総務部並び

にさいたま

支局総務課

（販売・顧客

サービス室

を除く）及び

広島支局総

務課の業務

担当 

昭和 56 年 4 月

平成 20 年 4 月

 

平成 23 年 4 月

 

平成 27 年 4 月

 

大蔵省造幣局入局 

独立行政法人造幣局 

総務部次長 

独立行政法人造幣局 

事業部長 

独立行政法人造幣局 

理事 

理 事 

(常勤) 

岸 直道 自平成 27 年 4 月 1 日 

至平成 29 年 3 月 31 日

事業部並び

にさいたま

支局総務課

販売・顧客サ

ービス室及

び事業調整

課装金係の

業務担当 

昭和 59 年 4 月

 

平成 22 年 3 月

 

平成 24 年 4 月

 

 

平成 27 年 4 月

 

日本生命保険相互会社

入社 

日本生命保険相互会社

神戸総合法人部長 

日本インシュアランス

サービス㈱企画総務 

部長 

独立行政法人造幣局 

理事 

理 事 

(常勤) 

古澤 静司 自平成 27 年 4 月 1 日 

至平成 29 年 3 月 31 日

貨幣部、研究

所、さいたま

支局事業調

整課（装金係

を除く）及び

貨幣課、広島

支局（総務課

を除く）並び

に安全衛生

及びｴﾈﾙｷﾞｰ

管理統括者

の業務担当 

昭和 49 年 4 月

平成 26 年 4 月

 

平成 27 年 4 月

 

大蔵省造幣局入局 

独立行政法人造幣局 

事業部長 

独立行政法人造幣局 

理事 

監 事 

(常勤) 

神部 裕之 自平成 27 年 4 月 1 日 

至 理事長の任期の末

日を含む事業年度につ

いての財務諸表承認日

 

昭和 57 年 4 月

 

平成 25 年 4 月

 

 

平成 27 年 4 月

 

住友海上火災保険㈱ 

入社 

三井住友海上火災保険

㈱理事 関西企業本部

関西企業営業第三部長

独立行政法人造幣局 

監事 

監 事 

(常勤) 

初岡 直子 自平成 27 年 4 月 1 日 

至 理事長の任期の末

日を含む事業年度につ

いての財務諸表承認日

 

昭和 62 年 4 月

平成 25 年 7 月

 

平成 27 年 4 月

 

大蔵省入省 

内閣官房行政改革推進

本部事務局参事官 

独立行政法人造幣局 

監事 

 理事長 百嶋計、理事 岸直道、理事 古澤静司は、平成２９年４月１日に再任され

ました。 
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（５）常勤職員の状況 

常勤職員は平成２８年度末現在８２１人（前期比８人増加、１．０％増）で 

   あり、平均年齢は４４．４歳（前期末４４.３歳）となっています。このうち、 

国からの出向者は５人、平成２９年３月３１日退職者は３２人です。 

 

 

 

３．財務諸表の要約 

（１）要約した財務諸表 

  ①貸借対照表 

（http://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#financial） 

                               （単位：百万円）  

資産の部 金額 負債の部 金額 

Ⅰ 流動資産 

   現金及び預金 

   有価証券 

   売掛金 

   たな卸資産 

   その他 

Ⅱ 固定資産 

有形固定資産 

   無形固定資産 

投資その他の資産 

35,995

21,754

1,512

1,985

9,484

1,260

80,930

66,374

89

14,466

Ⅰ 流動負債 

   買掛金 

   その他 

Ⅱ 固定負債 

   引当金 

    退職給付引当金 

    その他の引当金 

   その他 

 

5,885

183

5,703

26,580

16,652

15,338

1,315

9,928

負債合計 32,466

純資産の部 

Ⅰ 資本金 

   政府出資金 

Ⅱ 資本剰余金 

Ⅲ 利益剰余金 

61,256

61,256

1,017

22,186

純資産合計 84,458

資産合計 116,924 負債純資産合計 116,924

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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②損益計算書 

（http://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#financial） 

（単位：百万円） 

科   目 金額 

Ⅰ 売上高 28,470

Ⅱ 売上原価 21,696

売上総利益 6,774

Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,574

営業利益 1,200

Ⅳ 営業外収益 300

Ⅴ 営業外費用 33

経常利益 1,467

Ⅵ 特別利益 7,145

Ⅶ 特別損失 2,480

当期純利益 6,132

当期総利益 6,132

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

  ③キャッシュ・フロー計算書 

（http://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#financial） 

（単位：百万円） 

区   分 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） △  1,747

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 4,558

人件費支出 △ 8,659

  その他の業務支出 △ 6,060

  業務収入 25,424

  貨幣法第 10 条に基づく国庫納付金の支払額 △ 6,847

  積立金の処分に係る国庫納付金の支払額 △   253

  その他収入・支出等 △    794

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B）  1,566

Ⅲ 資金減少額（C＝A＋B） △   181

Ⅳ 資金期首残高（D） 1,434

Ⅴ 資金期末残高（E＝C＋D） 1,254

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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④行政サービス実施コスト計算書 

（http://www.mint.go.jp/about/info/info_nenndo_keikaku.html#financial） 

（単位：百万円）  

科   目 金額 

Ⅰ 業務費用 △   6,064

（1）損益計算書上の費用 29,783

（2）（控除）自己収入等 △ 35,846

Ⅱ 損益外減損損失相当額 33

Ⅲ 機会費用 40

Ⅳ 行政サービス実施コスト △   5,991

   （注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

（２）財務諸表の科目 

①貸借対照表 

     現金及び預金：現金、預金 

     有価証券  ：１年以内に満期の到来する地方債等 

     売掛金   ：通常の業務取引に基づいて発生した業務上の未収金 

     たな卸資産 ：製造済貨幣、製品、商品、原材料、部分品、仕掛品、貯蔵品 

     有形固定資産：土地、建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品

など独立行政法人が長期にわたって使用又は利用する有形

の固定資産 

     無形固定資産：特許権、ソフトウェアその他これらに準ずる資産 

     投資その他の資産：流動資産、有形固定資産又は無形固定資産に属するもの

以外の長期資産 

     買掛金   ：通常の業務取引に基づいて発生した業務上の未払金 

     引当金   ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越

し計上するもので、退職給付引当金等が該当 

     政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構     

成 

     資本剰余金 ：寄附された資産や寄附金などを財源として取得した資産で独

立行政法人の財産的基礎を構成するものや、独立行政法人通

則法第４６条の２の規定に基づいて行う不要財産の譲渡取

引のうち主務大臣が必要なものとして指定した譲渡取引に

より生じた譲渡差額及び主務大臣が指定した譲渡取引に係

る不要財産の国庫納付に要した費用のうち主務大臣が国庫

納付額から控除を認める費用等 

     利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 
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②損益計算書 

      売上高   ：製品の販売やサービスの提供などによって得た収益 

      売上原価  ：販売した製品の製造やサービスの提供に直接要した費用 

      販売費及び一般管理費：販売活動において直接要した費用及び事業を運営

し管理するために要した費用 

      営業外収益 ：本業ではないものの、本業を継続していくための財務的な

活動等付随行為から発生する収益 

      営業外費用 ：本業ではないものの、本業を継続していくための財務的な

活動等付随行為から発生する費用 

      特別利益  ：臨時的に発生した収益 

      特別損失  ：臨時的、偶発的に発生した費用 

③キャッシュ・フロー計算書 

      業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に

係る資金の状態を表し、業務収入、原材料、商品又はサー

ビスの購入による支出、人件費支出等が該当 

      投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のため

に行われる投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産や

有価証券の取得・売却等による収入・支出が該当 

   ④行政サービス実施コスト計算書 

      業務費用  ：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独

立行政法人の損益計算書に計上される費用 

      損益外減損損失相当額：非償却資産について事業計画で想定した業務を行

ったにもかかわらず生じた減損損失相当額（損益計算書に

は計上していないが、累計額は貸借対照表に記載されてい

る） 

       機会費用  ：政府出資の機会費用 
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４．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

  ①主要な財務データの経年比較・分析 

 

（貸借対照表） 

・ 平成２８年度末現在の資産合計は１１６，９２４百万円で、前年度末と比較 

して８，１５１百万円減（６．５％減）となっています。 

     これは、有価証券が前年度末比１０，６９２百万円減（８７．６％減）、土

地が前年度末比１０，２３７百万円減（２１．２％減）、建設仮勘定が前年度

末比５，５３０百万円減（９９．９％減）となった一方で、現金及び預金が前

年度末比８，１１９百万円増（５９．６％増）、建物が前年度末比６，９５７

百万円増（６９．２％増）となったことが主な要因です。 

・ 平成２８年度末現在の負債合計は３２，４６６百万円で、前年度末と比較し 

て１４，０１３百万円減（３０．１％減）となっています。 

     これは、前受金が前年度末比１０，４９８百万円減（９９．６％減）、国庫

納付金未払金が前年度末比３，４６０百万円減（５０．５％減）となったこと

が主な要因です。 

・ 平成２８年度末現在の純資産合計は８４，４５８百万円で、前年度末と比較 

して５，８６１百万円増（７．５％増）となっています。 

これは、利益剰余金が５，８７９百万円増（３６．１％増）となったことが

主な要因です。 

 

  （損益計算書） 

   ・ 平成２８年度の売上高は２８，４７０百万円で、前年度と比較して 

６，５８２百万円減（１８．８％減）となっています。 

これは、その他の事業の収入が前年度比５，０４１百万円減（３０．９％減）

となったことが主な要因です。 

・ 平成２８年度の営業費用は２７，２７０百万円で、前年度と比較して 

 ５，６８９百万円減（１７．３％減）となっています。 

これは、売上原価が前年度比５，５６１百万円減（２０．４％減）となった

ことが主な要因です。 

・ これらの結果、平成２８年度の経常利益は１，４６７百万円で、前年度と比

較して９１６百万円減（３８．４％減）となっており、特別利益が前年度比 

７，１４４百万円増（前年度１百万円の１１，４２９．７倍）の７，１４５百

万円、特別損失が前年度比１，０９３百万円増（７８．８％増）の２，４８０

百万円計上されたこと等から、平成２８年度の当期総利益は６，１３２百万円、

前年度と比較して５，１３６百万円増（５１５．８％増）となっています。 
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  （キャッシュ・フロー計算書） 

   ・ 平成２８年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１，７４７百万円の支

出超過で、前年度と比較して８，９１３百万円の増（前年度は７，１６７百万

円の収入超過）となっています。 

これは、業務収入が前年度比４，７０５百万円減（１５．６％減）、貨幣法

第 10 条に基づく国庫納付金の支払額が前年度比３，４５１百万円増（１０１．

６％増）となったことが主な要因です。 

   ・ 平成２８年度の投資活動によるキャッシュ・フローは１，５６６百万円の収

入超過で、前年度と比較して収入超過額は８，８５７百万円の増 

（前年度は７，２９１百万円の支出超過）となっています。 

     これは、有価証券の取得による支出及び償還による収入が１０，７００百万

円の収入超過（前年度は１，８００百万円の支出超過）となったことが主な要

因です。 

・ 平成２８年度には、財務活動によるキャッシュ・フローはありませんでした。 

 

表　主 要 な 財 務 デ ー タ の 経 年 比 較
（単位：百万円）

区　　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資 産 103,596 101,354 101,483 125,076 116,924
負 債 24,954 24,310 23,206 46,478 32,466
純 資 産 78,642 77,043 78,277 78,597 84,458
売  上  高 29,586 30,608 32,513 35,051 28,470
営 業 費 用 27,913 30,023 31,579 32,959 27,270
当 期 総 利 益 2,065 805 1,234 996 6,132
業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 4,352 △ 922 1,677 7,167 △ 1,747
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 4,359 1,003 △ 1,719 △ 7,291 1,566
資 金 期 末 残 高 1,520 1,601 1,559 1,434 1,254

（注）１．第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1日から平成 25 年 3 月 31 日まで 

   ２．第３期中期計画期間 平成 25 年 4 月 1日から平成 27 年 3 月 31 日まで 

 

 

②セグメント営業損益の経年比較・分析 

・ 貨幣製造事業の営業利益は４１２百万円で、前年度比６１４百万円減（５９．

８％減）となっています。 

これは、売上高（内部売上に係るものを含む）が前年度比１，５５２百万   

円減（８．３％減）となった一方で、売上原価（内部売上に係るものを含む）

が前年度比１,２４０百万円減（８．９％減）となったことが主な要因です。 

・ その他の事業の営業利益は７８７百万円で、前年度比２７９百万円減（２６．

２％減）となっています。 
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表　営業損益の経年比較
（単位：百万円）

区　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
貨幣製造事業 898 △ 371 154 1,026 412
その他の事業 775 956 779 1,067 787
合　計 1,673 585 933 2,093 1,200   

（注）１．第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1日から平成 25 年 3 月 31 日まで  

   ２．第３期中期計画期間 平成 25 年 4 月 1日から平成 27 年 3 月 31 日まで 

 

 

  ③セグメント総資産の経年比較・分析  

・ 貨幣製造事業の総資産は３０，２２４百万円で、前年度末比６，４８７百万

円増（２７．３％増）となっています。 

これは、有形固定資産のうち建物が前年度末比５，３０５百万円増（５９．

９％増）、同機械装置が前年度末比９４２百万円増（１３．２％増）となった

ことが主な要因です。 

・ その他の事業の総資産は、６，３４２百万円で、前年度末比１，４９９百万

円増（３１．０％増）となっています。 

これは、有形固定資産のうち建物が前年度末比１，６５２百万円増（１３７．

０％増）となったことが主な要因です。 

 

表　総資産の経年比較
（単位：百万円）

区　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
貨幣製造事業 21,094 24,027 23,820 23,738 30,224
その他の事業 4,022 3,959 4,663 4,842 6,342
全 社 78,480 73,367 72,999 96,496 80,358
合    計 103,596 101,354 101,483 125,076 116,924  

（注）１．第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1日から平成 25 年 3 月 31 日まで  

   ２．第３期中期計画期間 平成 25 年 4 月 1日から平成 27 年 3 月 31 日まで 

 

④目的積立金の申請、取崩内容等 

    該当はありません。 

 

  ⑤行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

・ 平成２８年度の行政サービス実施コストは５，９９１百万円のマイナスで、 

前年度と比較してマイナス幅は５，０５２百万円増（５３８．０％増）となっ

ています。 

これは、業務費用のうち損益計算上の費用が前年度比４，５７９百万円減（１

３．３％減）となった一方で、自己収入等が前年度比５４６百万円増（１．５％

増）となったことが主な要因です。 
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表　行政サービス実施コストの経年比較
（単位：百万円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
業務費用 △ 1,959 △ 745 △ 1,177 △ 939 △ 6,064
うち損益計算書上の費用 27,937 30,161 31,602 34,361 29,783
うち（控除）自己収入等 △ 29,896 △ 30,906 △ 32,778 △ 35,301 △ 35,846

損益外減損損失相当額 － － － － 33
損益外除売却差額相当額 △ 61 － － － －
機会費用 345 393 245 0 40
行政サービス実施コスト △ 1,675 △ 351 △ 932 △ 939 △ 5,991

区　　　分

（注）１．第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1日から平成 25 年 3 月 31 日まで  

   ２．第３期中期計画期間 平成 25 年 4 月 1日から平成 27 年 3 月 31 日まで  

    ３．平成 24 年度の損益外除売却差額相当額には、損益外減損損失累計額の除売却に伴う

繰戻額△8百万円を含む 

 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況 

①当事業年度中に完成した主要施設等         （単位：千円） 

東京支局（仮称）建設事業         8,468,609 

仕上圧延機整備              1,194,000 

コイル溶接機整備              753,500 

圧印機（プルーフ用）            319,000 

圧写機（ナックルプレス）          290,000 

東京支局移転に伴う移設等工事        242,200 

防犯設備整備工事              208,100 

圧穿機                   134,400 

 

  ②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 （単位：千円） 

    東京支局建物等解体及び土壌汚染対策工事  1,964,800 

    圧印機（竪型）               370,000 

 

  ③当事業年度中に処分した主要施設等 

    旧東京支局敷地の一部の売却 

    （取得価額 10,197 百万円、売却額 17,338 百万円、売却益 7,142 百万円） 

    旧東京支局庁舎及び工場等の除却 

    （取得価額 1,691 百万円、減価償却累計額 1,559 百万円、減損損失累計額 132

百万円、除却損 0百万円） 

（注）１．各項目の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

       ２．旧東京支局敷地の売却については、平成 27 年度に売買契約（売却額 32,631 百万

円）を締結した一部であり、残りの部分は平成 30 年度中に処分を予定しています。 
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（３）予算及び決算の概要 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

業務収入 25,901 25,813 27,786 26,288 25,212 26,786 33,156 32,452 25,295 26,972
貨幣セット収入等が予定
よりも多かったため

その他の収入 484 520 243 248 265 289 278 19,826 7,174 7,174

計 26,385 26,333 28,029 26,535 25,476 27,076 33,434 52,278 32,469 34,146

支出

業務支出 22,042 22,477 23,671 23,607 23,008 24,069 28,787 27,870 21,047 22,057

原材料の仕入支出 5,349 5,899 5,908 6,982 6,213 7,072 6,413 6,554 4,780 5,203

人件費支出 9,086 8,489 8,604 8,735 8,742 8,836 8,627 8,727 8,534 8,546

その他の業務支出 4,490 4,563 4,730 4,244 5,074 4,765 5,587 5,743 5,651 4,921

貨幣法第１０条に基
づく国庫納付金の支
払額

3,117 3,526 4,430 3,647 2,980 3,396 8,159 6,847 2,082 3,387

貨幣セット（銀プルーフ
貨幣セット）の販売が予
定より多かったこと等の
ため

施設整備費 6,508 2,320 12,208 11,223 5,940 5,873 5,624 5,295 11,024 9,327

東京支局移転に伴う費
用及び機械装置の購入
が予定より少なかったこ
と等のため

計 28,550 24,797 35,879 34,831 28,949 29,942 34,411 33,166 32,071 31,384

収入

平成28年度

（単位：百万円）

平成26年度 平成27年度
区　分

平成24年度 平成25年度

（注）１．第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1日から平成 25 年 3 月 31 日まで 

   ２．第３期中期計画期間 平成 25 年 4 月 1日から平成 27 年 3 月 31 日まで 

 

 

（４）経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

  ①経費削減及び効率化目標 

・ 造幣局においては、一層の効率化を推進するために、販売費及び一般管理費（東

京支局の移転に伴う費用及び研究開発費を除く）の実績値が過去５年平均値 

（５，０００百万円）を下回るよう取り組んだ結果、平成２８年度の実績値は 

４，８６０百万円となりました。 

・ 同時に、中長期的な視点に立って業務運営に支障が生じないよう次の貨幣の改

鋳を見据えた機械設備の導入や製造施設の基盤整備など必要な設備投資を行い 

つつも、引き続き国民負担を軽減する観点から、平成３１年度の売上原価を構成

する固定費（東京支局の移転に伴う費用を除く）が平成２６年度実績値以下とな

るよう、製造コストの抑制に努めています。 
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 ②経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の 

経年比較 

（注）平成 24 年度から平成 26 年度の人件費は、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する 

法律」に基づく一般職の国家公務員の給与の削減に準じた役職員の報酬・給与、賞与の削 

減額を補正した金額です。 

  

 

 

５．事業の説明 

（１）財源の内訳 

  ①内訳（自己収入） 

  ・ 造幣局全体としての売上高は２８，４７０百万円で、その内訳は、貨幣製造事 

業の売上高１７，２２３百万円（売上高の６０．５％）、その他の事業の売上高 

１１，２４８百万円（同３９．５％）、内部売上高の消去０百万円（同０．０％） 

となっています。 

・ また、営業外収益は３００百万円で、その主な内訳は、宿舎貸付料１１２百万 

円（営業外収益の３７．３％）、有価証券利息１８百万円（同５．９％）などと

なっています。 

 

  ②自己収入の明細 

 当該項目については上記①に記載のとおりです。 

 

（２）財務情報及び業務の実績に基づく説明 

ア 貨幣製造事業 

    ・ 国内貨幣の製造においては、１円から５００円までの通常貨幣を 

１，０００，９５０千枚製造したほか、地方自治法施行６０周年記念千円銀

貨幣を２００千枚、地方自治法施行６０周年記念５００円バイカラー・クラ

ッド貨幣を３，３４０千枚、東京 2020 オリンピック競技大会記念千円 

銀貨幣（リオ 2016-東京 2020 オリンピック競技大会開催引継記念）を 

５０千枚、東京 2020 パラリンピック競技大会記念千円銀貨幣（リオ 2016- 

東京 2020 パラリンピック競技大会開催引継記念）を５０千枚、第８回 

アジア冬季競技大会記念千円銀貨幣を５０千枚製造しました。 

表　販売費及び一般管理費

（単位：百万円）

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

5年平均
①

平成
28年度②

増△減額
②－①

販売費及び
一般管理費

5,059 5,237 4,977 4,677 5,051 5,000 4,860 △ 140
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表　貨幣製造枚数（通常貨幣）

区　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
５００円 230,000 180,000 120,000 160,000 270,400
１００円 400,000 610,000 528,000 410,000 450,000
５０円 662 525 15,000 40,000 60,000
１０円 240,000 120,000 150,000 200,000 190,000
５円 662 525 105,000 100,000 30,000
１円 662 26,000 127,000 53,510 550

合　計 871,986 937,050 1,045,000 963,510 1,000,950

（単位：千枚）

 

（注）この他、平成２１年度より市中から回収された５００円貨について、 

再使用することが適当な貨幣の選別・納品を行っており、平成２８年 

度には２４，６００千枚を納品しました。 

    
・ 国内貨幣の製造等の業務の遂行に支障のない範囲で、外国貨幣の製造受注に 

積極的に取り組むこととし、ジョージア２０テトリ貨幣１４，１０４千枚、 

アラブ首長国連邦殉職者の日記念銀貨幣（１００ディルハム）１０千枚を製造

しました。 

 

・ 事業に要する費用は、売上原価（内部売上に係るものを含む）１２，６２８ 

百万円、販売費及び一般管理費４，１８２百万円となっています。 

 
 

  イ その他の事業 

   ・ その他の事業においては、貨幣セット１，７３７，９２８セット、勲章等 

及び金属工芸品１００，１００個の販売等を行いました。 

    

表　貨幣セットの販売状況

区　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
通常貨幣セット 1,376,334 1,335,853 1,155,055 1,486,904 1,151,033
プルーフ貨幣セット 279,510 311,811 272,978 285,480 179,510
プレミアム貨幣セット 659,337 699,429 649,226 853,564 407,385
外国貨幣 -　 10,487 14,955 10,000 0

合　　計 2,315,181 2,357,580 2,092,214 2,635,948 1,737,928

（単位：セット）

 
（注）１．この他、平成２０年度より地方自治法施行６０周年記念５００円バイカラー・

クラッド貨幣収納ケースの販売を、平成２１年度より地方自治法施行６０周年

記念千円銀貨幣収納ケースの販売を、平成２７年度より新幹線鉄道開業５０周

年記念百円クラッド貨幣収納ケースの販売をそれぞれ行っており、平成２８年

度には、それぞれ２，０５７個、４０個、２２，９９４個の販売を行いました。 

２．外国貨幣については、平成２４年度までは金属工芸品として整理していまし 

た。 
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    ・ 造幣局が政府から受注して製造している勲章等は、国家が与える栄誉を表

象する重要な製品であり、品質が均一に保持されたうえで、美麗・尊厳・品

格の諸要素を兼ね備えたものであること等が要求されることから、精巧な技

術と細心の注意を払って確実に製造しています。 

    

    

表　勲章等及び金属工芸品の受注・販売状況

区　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
勲章等 27,908 28,807 30,227 30,270 29,434
金属工芸品 42,011 48,067 44,206 49,232 70,666
合　　計 69,919 76,874 74,433 79,502 100,100

（単位：個）

 

（注）平成２４年度の金属工芸品４２，０１１個は、「日本・スリランカ国交樹立６０周年」

スリランカ１，０００ルピー記念プルーフ銀貨幣４，９８９個を含んだ数字です。  

 

・ 事業に要する費用は、売上原価９，０６８百万円、販売費及び一般管理費 

１，３９２百万円となっています。 



６．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況
（単位：百万円）

予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考 予算額 決算額 差　額 備　考

収入

業務収入 14,605 14,833 229 10,691 12,139 1,448
貨幣セット収入等が予
定よりも多かったため

－ － － 25,295 26,972 1,677
貨幣セット収入等が予
定よりも多かったため

その他の収入 － － － － － － 7,174 7,174 0 7,174 7,174 0

計 14,605 14,833 229 10,691 12,139 1,448 7,174 7,174 0 32,469 34,146 1,677

支出

業務支出 11,387 11,092 △   295 9,700 10,981 1,281 △    40 △    16 24 21,047 22,057 1,010

2,071 2,291 220 2,709 2,912 203 － － － 4,780 5,203 424

6,662 6,518 △   144 1,872 2,027 155 － － － 8,534 8,546 12

2,654 2,283 △   371 3,037 2,654 △   383 △    40 △    16 24 5,651 4,921 △   730

－ － － 2,082 3,387 1,305 － － － 2,082 3,387 1,305

貨幣セット（銀プルー
フ貨幣セット）の販売
が予定より多かったこ
と等のため

施設整備費 7,701 7,058 △   643
機械装置の購入が予定
より少なかったこと等
のため

1,226 1,124 △   102 2,097 1,145 △   952
東京支局移転に伴う費
用が予定より少なかっ
たため

11,024 9,327 △ 1,697

東京支局移転に伴う費
用及び機械装置の購入
が予定より少なかった
こと等のため

計 19,088 18,150 △   938 10,926 12,105 1,179 2,057 1,129 △   928 32,071 31,384 △   686

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。

1
7

区　　　分
貨幣製造事業 その他の事業 共　　　　通 合　　　　計

原材料の仕入支出

人件費支出

その他の業務支出

貨幣法第10条に基づく
国庫納付金の支払額


